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今回の主な内容

●３月定例会 …………………1～2 P
●委員会報告 …………………2～3 P
●一般質問　7名 ……………4～7 P

橘ウィンドパーク

平成1 8年度の周防大島町の予算総額は一

般会計と特別会計を合わせて2 9 2億5 , 4 2 4万

8千円です。

その予算を一般会計と同じように仮定して

性質別に区分してみました。

議会議員の報酬や町職員の給料などの人件

費が1 1 . 4％、道路や下水道など社会資本を整

備するための投資的経費が1 4 . 0％、町の借金

を返済するための公債費が1 2 . 8％、その他の

経費が2 1 . 3％となっています。

一番多くを占めているのが、国民健康保険

や老人医療などの医療費や介護保険、児童手

当などの社会保障制度に要する扶助費で、

4 0 . 5％、1 1 8億4 , 7 7 7万4千円となっています。

合併して２年目を迎え、周防大島町の礎を

構築する予算と位置付けられた平成1 8年度

予算のうち、一般会計の歳入の約5 0％を占

める地方交付税は、合併前の平成1 5年度の

旧４町の合計と比べ約1 0億円もの減額見込

みとの報告が執行部からありました。

その大きな要因は、三位一体の改革による

交付税改革と国勢調査に基づく人口の減少に

よるものです。

また、町の貯金である基金を約５億円取り

崩しての予算編成で、取り崩し可能な基金の

残高は約９億円となっています。

昨年1 2月に策定された周防大島町の総合

計画に基づき、平成2 7年度までの財政計画

も示されましたが、このままの状態では、平

成2 0年度には基金も底をつくことになりま

す。

このように周防大島町の財政環境は非常に

厳しい状況にあります。議会も執行部と一体

となり、町民の皆さんの理解と協力を得なが

ら、歳出の徹底した見直しと歳入の確保を図

っていきます。
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平成1 8年第１回定例会（３月定例会）
が３月８日から2 2日までの1 5日間の
日程で開かれました。

３月定例会は、この一年間の事業と
予算を決める主要な議会です。

議会初日、２日と町長から行政報告と
提案理由の説明を受け、３日目は補正予
算について審議、可決いたしました。

1 3日から各常任委員会へ付託された
事項について審議に入り、2 0日には一
般質問を、最終日の2 2日には、付託され
た議案について各常任委員長の報告の
後、質疑・討論が行われ、7 0議案のうち
6 9議案を可決、契約に関する議案１件
を否決して本会議を終了いたしました。

1188年年度度一一般般会会計計予予算算 115599億億８８千千８８百百万万円円
前年比 ６億７千２百万円 マイナス

３月定例会

総務課関係では、洪水、高潮ハ

ザードマップ整備はどのように考

えているかとの問いに、国の補助

事業で、今後４年間で、洪水四河川

高潮五港湾程度の調査を実施し、

その結果を元にハザードマップを

作成するとの回答。

総合支所関係では、工事原材料

費が各支所とも1 0 0万円と計上さ

れているが、前年度の執行状況は？

との問いに、大島支所は1 8 8万円で

その他の支所は各1 5 0万円を見込

んでいるとの回答。

総合政策課関係では、生活交通

体系検討業務についての問に、

「生活交通体系検討委員会」を立

ち上げ、スクールバスや、患者輸

送バスを有効利用し、できる事か

ら進めて行くとの回答。

企画課関係では、防災行政無線

整備事業についての個人負担割合

はいくらかとの問いに個人負担は

無いとの回答。

財政課関係では歳入を増やす対

策はあるかとの問に、税の徴収率向

上を目ざし、土地の売却を検討する

との回答。又早い段階での事業見直

し案を議会と共に協議すべきと議員

から要望した。

税務課関係では、町民税増加の根

拠は何かとの問に、老年者控除の廃止

他、法改正によるものとの回答。

教育委員会関係では、中学校統

合問題の現状についての問いに、

統合問題委員会等を通じ、使える

学校をできるだけ活用する、とい

う方向で、二校案で進めている。現

在、地区ごとに保護者懇談会を開

催中で、三地区は終わり、六地区を

近い内に予定しており、統合設定時

期は平成2 0年４月を目標としてい

るとの回答。

議案番号 件　　　　　　　　　　名 議決の結果
議案第１号 平成1 8年度周防大島町一般会計予算 原案可決

議案第２号 平成1 8年度周防大島町国民健康保険事業特別会計予算 原案可決

議案第３号 平成1 8年度周防大島町老人保健事業特別会計予算 原案可決

議案第４号 平成1 8年度周防大島町介護保険事業特別会計予算 原案可決

議案第５号 平成1 8年度周防大島町訪問看護事業特別会計予算 原案可決

議案第６号 平成1 8年度周防大島町簡易水道事業特別予算会計 原案可決

議案第７号 平成1 8年度周防大島町下水道事業特別会計予算 原案可決

議案第８号 平成1 8年度周防大島町農業集落排水事業特別会計予算 原案可決

議案第９号 平成1 8年度周防大島町漁業集落排水事業特別会計予算 原案可決

議案第1 0号 平成1 8年度周防大島町渡船事業特別会計予算 原案可決

議案第1 1号 平成1 8年度周防大島町交通災害共済事業特別会計予算 原案可決

議案第1 2号 平成1 8年度周防大島町公営企業局企業会計予算 原案可決

議案第1 3号 平成1 7年度周防大島町一般会計補正予算(第７号) 原案可決

議案第1 4号 平成1 7年度周防大島町国民健康保険事業特別会計補正予算(第３号) 原案可決

議案第1 5号 平成1 7年度周防大島町老人保健事業特別会計補正予算(第2号) 原案可決

議案第1 6号 平成1 7年度周防大島町介護保険事業特別会計補正予算(第3号) 原案可決

議案第1 7号 平成1 7年度周防大島町訪問看護事業特別会計補正予算(第1号) 原案可決

議案第1 8号 平成1 7年度周防大島町簡易水道事業特別会計補正予算(第4号) 原案可決

議案第1 9号 平成1 7年度周防大島町下水道事業特別会計補正予算(第4号) 原案可決

議案第2 0号 平成1 7年度周防大島町農業集落排水事業特別会計補正予算(第4号) 原案可決

議案第2 1号 平成1 7年度周防大島町漁業集落排水事業特別会計補正予算(第2号) 原案可決

議案第2 2号 平成1 7年度周防大島町渡船事業特別会計補正予算(第3号) 原案可決

議案第2 3号 平成1 7年度周防大島町公営企業局企業会計補正予算(第3号) 原案可決

議案第2 4号 周防大島町国民保護対策本部及び周防大島町緊急対処事態対策本部条例の制定 原案可決

議案第2 5号 周防大島町国民保護協議会条例の制定 原案可決

議案第2 6号 周防大島町長等の給与の特例に関する条例の制定 原案可決

議案第2 7号 周防大島町たちばなケアプラザ設置条例の一部を改正する等の条例 原案可決

議案第2 8号 周防大島町公営企業局施設整備基金条例の制定 原案可決

議案第2 9号
「周防大島町東和庁舎及び文化交流施設建設基金条例」及び「周防大島町斎場
建設基金条例」の廃止

原案可決

議案第3 0号 周防大島町営渡船設置及び運営に関する条例の一部改正 原案可決

議案第3 1号 周防大島町職員定数条例の一部改正 原案可決

議案第3 2号 周防大島町長等の給与及び旅費に関する条例等の一部改正 原案可決

議案第3 3号 周防大島町一般職の職員の給与に関する条例等の一部改正 原案可決

議案第3 4号 周防大島町税条例の一部改正 原案可決

議案第3 5号 周防大島町国民健康保険税条例の一部改正 原案可決

議案第3 6号 周防大島町訪問看護ステーションの設置及び管理運営に関する条例の一部改正 原案可決

議案第3 7号 周防大島町介護保険条例の一部改正 原案可決

議案第3 8号 周防大島町農業集落廃水処理施設設置及び管理条例の一部改正 原案可決

議案第3 9号 竜崎温泉潮風の湯設置及び管理条例の一部改正 原案可決

議案第4 0号 周防大島町病院等事業の設置等に関する条例の一部改正 原案可決

議案第4 1号 周防大島町過疎地域自立促進計画(後期)の変更 原案可決

議案第4 2号
山口県市町村非常勤職員公務災害補償組合を組織する地方公共団体の数の増加
及び規約の変更

原案可決

議案第4 3号 あらたに生じた土地の確認(浮島) 原案可決

議案第4 4号 字の区域の変更(浮島) 原案可決

議案第4 5号 あらたに生じた土地の確認(日前) 原案可決

議案第4 6号 字の区域の変更(日前) 原案可決

議案第4 7号 あらたに生じた土地の確認(椋野) 原案可決

議案第4 8号 字の区域の変更(椋野) 原案可決

議案第4 9号 町道の認定 原案可決

議案第5 0号 周防大島町、浮島地区学習等供用施設の指定管理者の指定 原案可決

議案第5 1号 周防大島町(原地区学習等供用施設)の指定管理者の指定 原案可決

議案第5 2号 周防大島町(久賀歴史民俗資料館)の指定管理者の指定 原案可決

議案第5 3号 周防大島町(町衆文化伝承の館)の指定管理者の指定 原案可決

議案第5 4号 周防大島町(町衆文化の薫る郷公園)の指定管理者の指定 原案可決

議案第5 5号 (日本ハワイ移民資料館)の指定管理者の指定 原案可決

議案第5 6号 周防大島町(ながうらスポーツ滞在型施設等)の指定管理者の指定 原案可決

議案第5 7号 周防大島町(サン・スポーツランド片添)の指定管理者の指定 原案可決

議案第5 8号 周防大島町(フィッシングビレッジやしろ郷)の指定管理者の指定 原案可決

議案第5 9号 周防大島町(自光寺ピッコロランド)の指定管理者の指定 原案可決

議案第6 0号 周防大島町(片添ケ浜温泉遊湯ランド)の指定管理者の指定 原案可決

議案第6 1号 周防大島町(青少年旅行村)の指定管理者の指定 原案可決

議案第6 2号 周防大島町(陸奥野営場)の指定管理者の指定 原案可決

議案第6 3号 周防大島町立(陸奥記念館)の指定管理者の指定 原案可決

議案第6 4号 周防大島町(なぎさ水族館)の指定管理者の指定 原案可決

議案第6 5号 周防大島町(総合交流ターミナル)の指定管理者の指定 原案可決

議案第6 6号 平成1 7年度平成1 6年災油宇東防波堤災害復旧工事の請負変更契約の締結 原案可決

議案第6 7号 平成1 7年度平成1 6年災船越防波堤災害復旧工事の請負変更契約の締結 原案可決

議案第6 8号 平成1 7年度港整備交付金日良居漁港浮桟橋設置工事の請負契約の締結 否　　決

議案第6 9号 平成1 7年度平成1 6年災油宇東防波堤災害復旧工事第2工区の請負契約の締結 原案可決

議案第7 0号 竜崎温泉潮風の湯設置及び管理条例の一部改正 原案可決

発議第１号 住民生活を支える道路整備財源の確保を求める意見書の提出 原案可決
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生活衛生関係では、斎場建設費の備

品購入費の内訳の問に対して、斎場備

品1 , 1 7 3万円と霊柩車の購入費3 8 3 . 8

万円（２台）であるとの説明。

環境施設関係では、委員全員の要望

として、リサイクルセンターと最終処

分場は、重要な事業なので、担当課は

全ての面で慎重に取り組んで欲しいと

の事。

水道関係では、水道使用量増加見込

み、並に公債費についての問に対し、

死亡等により廃止が出ており、伸びは

見込めず、公債費は1 8年度がピーク

であるとの事。又減価償却を考えると、

水道料を最低でも倍にしなければ採算

はとれないとの事。

下水道関係では、建設に係る県補助

金と、１戸当りの工事費についての問

に、規模や地区によるが、１戸当り

3 0 0万～5 0 0万円（秋地区で5 0 0万円）

になり、事業終了後には補助金はなく

なるとの事。

農林関係では、担い手総合支援事

業内容、認定農業者についての問い

に、平成1 9年度より6 9才までであ

るが、臨機応変に対応するとの事。

認定農業者については、収入につい

ては4 0 0万円から2 0 0万円に引き下

げるとの事。

水産関係では、漁港施設維持管理費

の実施予定箇所と実施予定についての

問いに、東浜護岸他十数ケ所、緊急を

要する所から順次実施していくとの

事。又各補助事業の概要についての問

いに、財源内訳等説明あり。

商工観光関係では、商工振興費の対

前年比４千万円減の要因についての問

に、ふるさとセンター等７ケ所で計

3 , 7 5 0万円減との事。

最後に建設関係では、道路維持補修

費の確保をするよう要望があった。

社会福祉協議会への補助金の減額については、経営努力を求

め、対前年度比8 4 0万円余の減額。

慰霊祭については、遺族会の意向をふまえていく。一本化も

考えている。

情島航路助成の廃止については、地元自治会、利用者に対し、

廃止の文書を送付した。

老人クラブの地域活動事業の廃止については、老人クラブ連

合会の会合で説明する。

食の自立支援事業については、調理費相当分の増。

（一食3 0 0円→5 0 0円。）

はり・きゅう医の対象は、町内すべて。

公立保育所の民間委託は、集中改革プランに基づき、指定管

理者制度の導入を検討する。

子育て支援について、助成を年間5 , 0 0 0万円実施。また、乳

幼児医療の助成も行っている。

7 0歳以上の基本健康診査は、本年度より個別検診に変更され、

個人負担額が1 , 3 0 0円→3 , 0 0 0円となる。その他、各検診料も

負担増となる。

国保関係では、従来、7 0歳以上は老人保健関係でみていたが、

平成1 4年1 0月以降7 0歳になった人を7 5歳までの間、国保会計

でみている。この対象者が年間4 0 0人ずつ増えており、医療費

が年間１億7 , 0 0 0万円程度増加している。国保税は、一世帯あ

たり1 0万8 , 7 6 2円、一被保険者あたり6万3 , 8 1 0円となる。こ

れは、平成1 6年度決算額と平成1 7年度決算見込額を比較する

と、２億５千万円（保険給付費）増で、繰越金、基金を取り崩

している。本年度も医療費の伸びが予想される。

介護保険関係では、今後３年間の保険料の改正に伴い、激変

緩和措置を実施。

平成1 8年度の各会計予算1 2議案と条例の制定等８議案について

は、それぞれ所管の常任委員会へ付託されました。それを受け各常任委

員会では、1 3日に委員会を開催し慎重に審議した結果、各常任委員会と

もいずれも可決すべきものと決定し、各委員長より本会議に報告された。

＊ 介護保険料　改正表 ＊

改 正 前 改 正 後

段　
階　

保 険 料 段　
階　

保 険 料

率 月 額 (円) 年 額 (円) 率 月 額 (円) 年 額 (円)

１ 0 . 5 0 1 , 5 9 0 1 9 , 0 8 0 １ 0 . 5 0 1 , 7 0 0 2 0 , 4 0 0

２ 0 . 7 5 2 , 3 8 5 2 8 , 6 2 0
２ 0 . 6 0 2 , 0 4 0 2 4 , 4 8 0

３ 0 . 7 5 2 , 5 5 0 3 0 , 6 0 0

３ 1 . 0 0 3 , 1 8 0 3 8 , 1 6 0 ４ 1 . 0 0 3 , 4 0 0 4 0 , 8 0 0

４ 1 . 2 5 3 , 9 7 5 4 7 , 7 0 0 ５ 1 . 2 5 4 , 2 5 0 5 1 , 0 0 0

５ 1 . 5 0 4 , 7 7 0 5 7 , 2 4 0 ６ 1 . 5 0 2 , 1 0 0 6 1 , 2 0 0
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現在、各小中学校で、子供を守る為の

色々な対策がとられています。城山小学校に

おいても「城山児童見守り隊」が結成され、

地域住民9 5名がメンバーとして登録された。

地域の有志の方が集まり、「車に『見守り隊』

のステッカーを貼って、登下校時等に学校周

辺を見まわろう」との案が出て、有志の方の

善意で、ステッカー1 0 0枚を作った。しかし

まだ数が足らな

い。今、本町で、

子供を守る為の

気運が高まって

おり、この機会

に統一したステッカーが出来

ないか。

（教育長）青少年育成会

議を通じて研究していく。

県は、久賀の町民グラン

ドに、約4 0 0坪、建設事業費

７億円程度の、防災拠点施設の整備計画概要

を発表した。本町としてもこの機会に新庁舎

建設計画を、しっかりと考えて貰いたい。い

ざ大地震が発生した場合、町の部署が、バラ

バラの場所にあったのでは、即対処出来ない

のではないか。既存の建物も、有効に活用し、

出来るだけ無駄を省いた本庁方式を取るべき

である。全町民の生命及び利便性もしっかり

考えて貰いたい。

（町長）県当局に感謝している。しっかり

歩調を合わせていくことも必要不可欠である。

答

問

答

問

町で統一したステッカーで子供を守ろう！
新庁舎建設をしっかりと考えて！

本町の公共工事の入札方法は、特定業者

だけの指名競争入札を実施中である。郵送に

よる（I T）も含む。透明性の確保出来る「事

後審査型指名競争入札」を実施すべきと考え

るがいかがか。

（町長）本町でも、透明性の確保の観点

から現在検討中であり、近い将来実施したい。

国保加入者を対象に、出産一時金の支払

い方法は、口座振込制度であるが、歳入歳出

の明確なものは、申請時に、窓口現金払い制

度を実施すべきと考える。

（町長）周防大島町の誕生以来、分庁方

式となり会計課は、大島総合支所にあるので、

現在では、現金の管理が困難である。この為

現在の口座振込み制度が、安心、安全である。

周防大島町内で、I S D N局

は沖浦局と、日良居局の２局

であり、他局に比較して、情

報格差は否めない。光通信が最良であるが、

せめてA D S L化に対応し、変更出来る様、

N T T西日本企業に働き掛けをお願いしたい。

（町長）町としても、情報格差是正のた

めに、引き続き、ねばり強く企業にお願いを

して参りたい。

答

問

答

問

答

問

事後審査型指名競争入札&
出産一時金の窓口渡し制度

情報通信基板( A D S L )
の整備を！！

『見守り隊』のステッカー

日良居地区NTT交換局

田 村 三 郎 議 員

松 井 岑 雄 議 員
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担い手支援センター設置のねらいは？

町農林課内に県、町、農協の職員５～６

名で開設する。仕事の内容は①就労希望者受

け入れ体制の総合調整、受け入れ環境整備な

ど「研修事業」②農地情報の管理及び農地斡

旋など「農地流動化事業」③援農ボランティ

アの育成、斡旋調整・職業紹介所の設置など

「援農ボランティア派遣事業」④新規農業者

の支援、認定農業者の育成、

経営指導など「担い手育成事

業」⑤営農指導員のマネージ

メント強化など「営農指導事

業」を予定している。

どのような公共施設が指

定管理者制度に変わるのか。

①単純な管理業務である施設②町以外に

も類似のある施設③利用料、使用料を収益と

する収益的施設④町以外の団体等が管理運営

する事により、サービス向上や利用者増が見

込まれるか、コスト軽減が見込まれる施設。

指定管理料の決め方は？

平成1 8年度は１年間非公募により、1 9年

度以降は、原則として公募により指定管理者

を決め、管理料の設定は、過去３年間の平均

管理委託料の額を元に、1 7年度の管理委託

料を上まわらないようにした。

答

問

答

問

答

問

農業振興の課題とその対策は！

指定管理者制度が見込まれる土居地区むつみ荘

この度、庁舎建設調査事業費として1 2 0 0

万計上された。位置、規模、機能等調査はこ

れからの事と思われるが、時期的にどれだけ

緊急性があるのか。また県の総合庁舎建設が

中止になった事も踏まえ、重要案件としてよ

り慎重にかつ的確にアンケート等で住民の声

を聞き、集約する事も必要と思うが。

（町長）住民の安全安心にかかるもので、

緊急性は高いと認識している。アンケートは

慎重に対応、住民代表である議員各位の意見

を聞き、政策を遂行したい。

本庁機能を二ケ所に集中すれば利便性等

の不満も今より大幅に解消されると思うが。

（町長）選択肢のひとつとして考慮する。

財政状況は合併協議

が行われていた頃よりさらに

悪化。議会初日、町長の施政

方針及び助役より説明があっ

た通り。この様な状況の十分

な情報提供と説明を行ない、

意見を求めることは、政策判断を行なううえ

で決して遠回りではないと思う。本庁方式を

踏まえたこの度の調査は、まさしく住民サー

ビスに直結し、将来を方向づける重要問題。

県の総合庁舎建設の中止もその影響は大きい

と考える。

ぜひとも

アンケー

ト調査の

実施につ

いて検討

を願う。

要 望

答

問

答

問

求める、住民アンケート！！
（庁舎建設問題）

築６年の大島庁舎

杉 山 藤 雄 議 員

尾 元 武 議 員
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今回の艦載機を岩国に移転する計画は、

大島島民に対し、騒音被害等を拡大する。岩

国では、住民投票で反対の意思を示した。こ

の結果は、大島島民の基地周辺住民を励まし

た。安心安全な町づくりの先頭に立つ町長の

立場として、強く反対するよう求める。

（町長）昨年６月議会での反対決議、1 2月

には自治会連合会からの反対要望を受けると

共に、町民有

志の皆さんか

らの、移転計

画中止を求め

る2 , 2 4 8名の

方々からの署

名簿を持って、要望書が出さ

れている。基本的には反対。

合併前と、合併決定後及

び現在では、町民負担が増え

ていると考えるが、町民負担

が増えたもや、サービスの後

退の状況を求める。

国保税一人当り平均１万３千円の負担増。

（加入者全体で１億６千万円の負担増）

学校の統廃合問題は、子供だけでなく地

域性の問題もある。「議論の保障」を求める。

（教育長）統廃合については、町民の理

解等が必要と考える。議員指摘の「町民への

議論の保障」はもっともである。

その他1 8年度の負担増による影響

（各種検診料、給食）については答弁がなか

った。その他町財政、職員定数、庁舎の位置

等質問した。後日報告したい。

意 見

答

問

答

問

答

問

大島中学校

新庁舎が建設された場合、現大島庁舎、

橘庁舎の多くは不必要となり、また学校統合

により空地、空校舎が多く見込まれているが、

それらの施設を、病院、グループホームとし

て利用できないか？民間への貸し出し等、利

益を生む利用を考えるべきではないか。

（町長）構造上の問題から、病院として

の利用は、むずかしい。公有財産の有効利用

については、空地空校舎を含め、今後様々な

意見をいただき、有効活用していきたい。

学校統合の現状は、どうなっているか？

（教育長）昨年は、教育効果と生徒の交

通の利便性を考慮し、４校案と２校案を提示し

たが、耐震診断の結果をふまえ、現在は、大島中

学校と安下庄中学校の二校案

で意見をいただいている。

耐震診断の結果だけで、

大島中、安下庄中の２校に限

定するのは、問題があるので

はないのか？通学距離、地域

バランスを無視した案では、P T A関係者の理

解は得られないと考えるが。

（助役）予算的な問題もあり、現在利用

可能な学校で意見をいただいている。

予算も耐震診断も大事な問題だが、教

育問題を関係者の理解が得られないまま進め

てゆく事に問題がある。十分検討してほしい。

意 見

答

問

答

問

答

問

町有財産の有効利用を！！
学校統合をどう考える！！(` ヘ́ )

久賀庁舎
東和中学校

小 田 貞 利 議 員

岩国基地問題、合併後の町民負担、
学校の統廃合等を問う！！

広 田 清 晴 議 員
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久賀火葬場は閉鎖方針のようですが、平

成２年の建設で、まだ十分使用可能と思われ

るが、再考は出来ないか。

（町長）1 8年度は通年の管理費を計上し、

年度中に検討し結論を得たいと考えているの

で理解願いたい。

合併後、わずか１年

足らずで、小中学校の統廃合を含め、サービ

スが低下しつつある。地元の声を十分聞いて、

閉鎖をしないで頂きたい。

意 見

答

問

現在本町には、1 4小学校並びに９中学校

がある。内1 0小学校は複式校、全校生徒3 0

人未満の中学校が５校という状況である。こ

れに対し、第１回小中学校統廃合問題懇談会

並びに保護者説明会を、昨年８月から９月に

かけて教育委員会が開催した。また町広報に

も1 0、1 1月号に掲載された。

説明会での保護者の要望、1 2月下旬に受

けた各学校の耐震強度検査結果等が検討さ

れ、統合問題推進協議会を開催。まずは中学

校２校案を推進する方向で、第２回懇談会及

び保護者説明会が、本年２月から３月にかけ

て行われた。

教育委員会から提示された２校案は、町内

を東部・西部地区に分割し、東部は現安下庄

中、西部は現大島中の施設を利用。大島中の

屋内運動場は改築する。また、遠距離通学対

策として、スクールバス案も含めて、町全体

の交通体系の見直しも検討されている。

統合の時期としては、平成2 0年４月を目

標としており、その校区に関しては末尾の別

表を基本にして、今後詳細を協議していく予

定。

統合の実現に際して、一番必要なものは地

元と保護者の理解であり、また何よりも優先

されるべきは、生徒達の教育環境の改善であ

る。生徒数からみれば小規模校という問題は

改善される。しかし通学距離を思うと不安も

残り、ここでなければ納得できないと言う地

元意識も障害の一要因である。

まだまだ難問山積の状況ではあるが、平田

教育長の「統合せざるを得なかったからでは

なく、前進のための統合であり、そこからが

スタートだと考えています。」という言葉が

印象に残った。

久賀火葬場は閉鎖？

久賀火葬場

校　区（各中学校名）

東　部 安下庄、東和、日良居、油田

西　部 大島、沖浦、蒲野、久賀

浜 戸 信 充 議 員



昨年1 0月2 9日、米軍再編に関する中間報告以後、岩

国基地問題に関する報道が夥しく、本町及び岩国市・

由宇町（当時）を筆頭に各自治体の動向が注目された。

本町では、昨年６月の定例議会で基地機能拡大反対

の決議。1 2月には岩国基地関連対策特別委員会を設置

し、岩国市、由宇町（当時）、和木町、大竹市及び柳井

市との協議会で、情報交換を継続してきた。

また、広島防衛施設局からの説明が、２月1 0日執行部、３

月６日議会に対して行われ町長から1 1項目の質問状を始

め、議員からも要望・質問がなされた。委員会も３回開催さ

れ、３月2 7日最終日には、町長の国への要望方針を確認した。

本町住民からも、自治会連合会の基地移転反対の要

望書や、2 , 0 4 8名の反対署名の提

出もあった。

こうした状況をふまえ、町長

は「可能な限りの情報開示と、

説明責任の完遂」を要望した。

新規請負契約２件、変更契約２件を審議した。

〈新規契約〉

●日良居漁港浮桟橋設置工事（否決）

金額 7 , 5 6 0万円（8 4 . 7 1％）

●油宇東防波堤災害復旧工事第２工区（可決）

金額 6 , 4 5 7万5千円（9 4 . 6 1％）

相手方　有限会社 菊田工業　代表取締役　菊田英彦

〈変更契約〉

●平成1 6年災船越E防波堤災害復旧工事（可決）

変更金額 6 , 2 4 9万2 , 8 5 0円（原契約：5 , 7 2 2万5千円）

相手方　白木産業株式会社　代表取締役　迫田彌之

●平成1 6年災油宇防波堤災害復旧工事（可決）

変更金額：1億9 , 5 5 9万8 , 2 0 0円

（原契約：1億7 , 1 7 8万円）

相手方　有限会社 菊田工業　代表取締役　菊田英彦

本町の一般会計歳入の約5 0％を占める地方交付税は、

この３年間で約1 0億円削減されている。これに伴い、極め

て厳しい財政運営となっている。今後どのような方向に進

むのか？進もうとしているのか？(財)地方自治研究所理

事長 石原信雄氏の“地方自治に思う”より抜粋しました。

「地方交付税制度については、その創設以来、すべ

ての国民がその居住する地方団体の貧富の差に関わり

なく、一定水準の行政サービスを受けられるよう、必

要な総額を確保するとともに、算定方法の改善・充実

が図られてきた。しかし現在、『三位一体の改革』の推

進により、国債発行額を3 0兆円に圧縮する等、国の財

政の健全性回復に向けてその改革路線が強力に推し進

められており、３兆円規模の財源移譲と、これに見合

う４兆円程度の国庫補助・負担金の廃止が決まった。

次は地方交付税改革である。

経済財政諮問会議の民間側委員は、地方交付税制度

のこれまでの運用に関しては、現状は財源保証が行き

過ぎており、地方団体の放漫な財政支出を助長し、国

庫財政悪化の一因ともなっており、また、地方団体の

自立心を歪め、健全な地方自治の発展を阻害している、

と批判的である。この様な状況下、政府の『改革』路

線の徹底によって、地方行財政を取り巻く環境は、一

変する可能性が高い。

今後は、地方団体は自らの責任と判断で、歳出の徹

底した見直しと、歳入の確保を図ることとなろう。す

なわち、歳出については、財源状況に見合った諸政策

の取捨選択を勇断を持って実行、事務事業の外部委託

等による職員数の削減と、職員給与の適正化を断行し

総人件費の圧縮を図る等の必要がある。歳入について

は、住民税等の超過課税を含む課税自主権の発動や、

行政サービスのコストに見合った各種使用料・手数料

の適正化を行う必要がある。」と、地方行財政の厳しい

先行きを述べている。
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議会広報・議事録を「周防大島町ホームページ」で

公開しています。

周防大島町ホームページ

h t t p：/ / w w w . t o w n . s u o - o s h i m a . l g . j p

なお、各図書館へは議事録を備えています。岩国基地の訓練

広報部は魅力ある議会だよ

りを目指し、福岡県福岡市議

会、並びに筑前町議会へ調査研究に足を運びまし

た。住民にわかりやすく、正確に知らせる基本姿

勢は自治体の形態は違えど全く同様でした。改め

て議会広報の役割、重要性を再認識しました。本

研修の成果を活かし「広

報が待ち遠しい」と

言われるような広

報作りを委員一

同誓い合ったと

ころです。皆様

の声をお聞かせ

ください。皆さん

と共に歩んでまいり

ます。
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